
令和2年度補正予算（第３号）

地⽅創⽣テレワーク交付⾦の創設について
〜 地⽅への新しい⼈の流れの創出、魅⼒的な働く環境の創出に向けて 〜

令和３年１⽉18⽇

内閣府 地⽅創⽣推進室

参考１



国
交付金

（高水準タイプ 3/4

標準タイプ 1/2）

地方公共団体
（※）

◆サテライトオフィス等整備事業（自治体所有施設整備等）
自治体が、サテライトオフィス・シェアオフィス・コワー
キングスペース等（以下「サテライトオフィス等」とい
う）を開設・運営、プロモーション、ビジネスマッチング
等のプロジェクトを推進

◆サテライトオフィス等開設支援事業（民間所有施設開設支
援等）
自治体が、サテライトオフィス等運営事業者・コンソーシ
アムの施設について、その開設・運営を支援、プロモー
ション、ビジネスマッチング等のプロジェクトを推進

◆サテライトオフィス等活用促進事業（既存施設等活用等）
自治体が、区域外からの進出企業・滞在者・移住者による
既存のサテライトオフィス施設利用を促進するため、テレ
ワーク関連設備等の導入支援、プロモーション、ビジネス
マッチング等のプロジェクトを推進

◆進出支援事業
自治体が、上記事業の対象となるサテライトオフィス等を
利用する区域外の企業に対して、進出支援金を助成（返還
制度あり）

○施策の目的
新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に国
民の意識・行動の変容が見られることを踏ま
え、地方でのサテライトオフィスの開設やテ
レワークを活用した移住・滞在の取組等を支
援することにより、地方への新しい人の流れ
を創出し、東京圏への一極集中是正、地方分
散型の活力ある地域社会の実現を図る。

○施策の概要
サテライトオフィス等の施設整備・運営や、
民間の施設開設・運営への支援等、地方創生
に資するテレワークの推進により地方への新
たなひとの流れを創出する地方公共団体の取
組を支援する。地方創生に資するテレワーク
推進の実施計画を地方公共団体が策定。計画
掲載事業の実施に対し、国が交付金により支
援。

地方創生テレワーク交付金（内閣府地方創生推進室）

令和２年度第３次補正予算額 100.0億円

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

〇企業の進出、社員の移住、関係人口の創出等が推進さ
れることにより、東京圏への一極集中の是正に貢献

〇「新しい生活様式」に必要なテレワークを地域に普及
させ、地域分散型の活力ある地域社会の実現に貢献

期待される効果
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（※）①東京圏外の地方公共団体、②東京圏内の条件不利地域を含む市町村

③東京圏内の都県のうち②の域内に事業を限定して行う都県



 新型コロナウイルス感染症の拡⼤を契機に国全体のリスクとして顕在化した東京圏への⼀極集中の是正、地⽅分
散型の活⼒ある地域社会の実現のため、新たに「地⽅創⽣テレワーク交付⾦」を創設。

 地⽅創⽣テレワークの推進により、地⽅への新たなひとの流れを創出する地⽅公共団体の取組を⽀援。

１．ポイント ２．対象事業

 補助率３／４、⼜は１／２

 ハード・ソフト経費を⼀体的に執⾏可能

 ⺠間所有施設に対する⽀援等が可能

⾃治体がサテライトオフィス等を開設、プロモーション、
ビジネスマッチング等のプロジェクトを推進

⾃治体が、サテライトオフィス等運営事業者・コンソー
シアムの施設について、その開設を⽀援、プロモーショ
ン、ビジネスマッチング等のプロジェクトを推進

⾃治体が、区域外からの進出企業・滞在者・移住者
による既存のサテライトオフィス等施設利⽤を促進す
るため、テレワーク関連設備等の導⼊⽀援、プロモー
ション、ビジネスマッチング等のプロジェクトを推進

⾃治体が、上記事業の対象となるサテライトオフィス
等を利⽤する区域外の企業進出を⽀援

⾃治体所有
施設整備

⺠間所有
施設

開設⽀援

既存施設
活⽤促進

企業進出
⽀援

 テレワークによる企業進出・滞在・移住推進を
⽬的とした初めての交付⾦
令和2年度第３次補正予算額100億円

地⽅創⽣テレワーク交付⾦のポイント
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国 交付⾦

＜資⾦の流れ＞

（※）①東京圏外の地⽅公共団体、
②東京圏内の条件不利地域を含む市町村
③東京圏内の都県のうち②の域内に事業を限定して⾏う都県

地⽅公
共団体

（※） 整備費等
プロジェクト推進費

サテライトオ
フィス運営者

進出企業

⾼⽔準タイプ 3/4
標準タイプ 1/2

（整備費等）

（⽀援⾦）

⽀援

補助率



地⽅創⽣テレワーク交付⾦による⽀援のイメージ

① ⾃治体施設として整備 ② ⺠間施設として整備

③ 既存施設の活⽤促進 ④ 企業の進出⽀援

働く環境の整備

利活⽤・プロジェクト推進

利活⽤・
プロジェクト
推進

進出企業
⽀援

事業費 最大1,200万円／団体
進出支援金

最大100万円／社

既に整備した施設の利⽤促進
で地域に企業を呼び込みたい

施設を開設して、地域に企業を呼び込みたい

施設の利⽤企業を⽀援して地
域への企業進出を促進したい

①②↔④
組合わせ可

③↔④
組合わ
せ可

地
⽅
創
⽣
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レ
ワ

ク
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付
⾦

補助率
最⼤
３／４

ハード／ソフ
ト経費の⼀体

執⾏

⾃治体施設整
備に加え、⺠
間施設整備、
進出企業の⽀
援が可能

予算額
100億円

施設整備・運営 事業費 最大9,000万円／施設
プロジェクト推進 事業費 最大1,200万円／団体

①↔②
組合わせ可

（最⼤３施設）

サテライトオフィス等を整備・運営、利⽤促進

（国費ベース）

［総事業費ベース、国費は３／４、または１／２］ 4


